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連 結 貸 借 対 照 表 
(平成31年3月31日現在) 

(単位：千円) 
 

資  産  の  部 負  債  の  部 

流  動  資  産 2,239,507 流  動  負  債 7,315,305 

現 金 及 び 預 金 758,565 買 掛 金 804,982 

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 1,047,603 短 期 借 入 金 1,250,000 

た な 卸 資 産 157,847 一 年 内 償 還 予 定 の 社 債 693,636 

前 払 費 用 244,172 一年内返済予定の長期借入金 2,397,492 

そ の 他 33,742 未 払 金 1,585,178 

貸 倒 引 当 金 △2,424 未 払 法 人 税 等 7,054 

固  定  資  産 29,044,923 未 払 消 費 税 等 89,397 

 有形固定資産 27,513,329 賞 与 引 当 金 107,117 

建 物 及 び 構 築 物 18,658,576 預 り 保 証 金 117,200 

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 328,199 前 受 金 91,534 

工 具 器 具 及 び 備 品 690,288 そ の 他 171,711 

土 地 6,347,273 固  定  負  債 17,390,024 

リ ー ス 資 産 272,707 社 債 4,637,868 

建 設 仮 勘 定 1,216,284 長 期 借 入 金 10,780,498 

無形固定資産 103,853 繰 延 税 金 負 債 150,763 

ソ フ ト ウ ェ ア 52,399 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 107,716 

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 27,864 退 職 給 付 に 係 る 負 債 621,826 

そ の 他 23,590 資 産 除 去 債 務 857,257 

投資その他の資産 1,427,740 リ ー ス 債 務 未 払 金 126,896 

投 資 有 価 証 券 98,820 そ の 他 107,197 

差 入 保 証 金 447,381   

繰 延 税 金 資 産 695,284 負 債 合 計 24,705,329 

長 期 前 払 費 用 75,511 純  資  産  の  部 

そ の 他 112,847 株  主  資  本 6,225,953 

貸 倒 引 当 金 △2,104 資 本 金 50,000 

繰  延  資  産 3,778 資 本 剰 余 金 722,290 

社 債 発 行 費 3,778 利 益 剰 余 金 5,505,251 

  自 己 株 式 △51,588 

  その他の包括利益累計額 △19,517 

  その他有価証券評価差額金 12,255 

  退職給付に係る調整累計額 △31,772 

  非 支 配 株 主 持 分 376,443 

  純 資 産 合 計 6,582,879 

資 産 合 計 31,288,209 負 債 純 資 産 合 計 31,288,209 
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連 結 損 益 計 算 書 

( 
平成30年4月 1日から 

平成31年3月31日まで ) 
(単位：千円) 

 

科            目 金            額 

売 上 高  22,441,695 

売 上 原 価  6,185,184 

売 上 総 利 益  16,256,510 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  15,239,241 

営 業 利 益  1,017,268 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 1,012  

受 取 地 代 家 賃 71,799  

負 の の れ ん 償 却 額 5,540  

賞 与 引 当 金 戻 入 益 4,846  

そ の 他 25,454 108,653 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 278,430  

支 払 手 数 料 65,863  

社 債 発 行 費 14,029  

そ の 他 2,987 361,309 

経 常 利 益  764,611 

特 別 利 益   

補 助 金 収 入 81,649  

そ の 他 4,309 85,958 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 670,525  

そ の 他 32,415 702,941 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  147,629 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 20,017  

法 人 税 等 調 整 額 66,687 86,705 

当 期 純 利 益  60,924 

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益  9,516 

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益  51,408 
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連結株主資本等変動計算書 

( 平成30年4月１日から 
平成31年3月31日まで ) 

 (単位：千円) 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

期首残高 50,000 722,290 5,474,247 △51,588 6,194,949 

当期変動額      

剰余金の配当   △20,404  △20,404 

親会社株主に帰属する

当期純利益 
  51,408  51,408 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
     

当期変動額合計   31,004  31,004 

期末残高 50,000 722,290 5,505,251 △51,588 6,225,953 

 

 
その他包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 
 その他有価証

券評価差額金 

退職給付に係

る調整累計額 

その他包括利

益累計額合計 

期首残高 18,157 △18,850 △693 375,676 6,569,933 

当期変動額      

剰余金の配当     △20,404 

親会社株主に帰属する

当期純利益 
    51,408 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
△5,902 △12,922 △18,824 766 △18,057 

当期変動額合計 △5,902 △12,922 △18,824 766 12,946 

期末残高 12,255 △31,772 △19,517 376,443 6,582,879 
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連結キャッシュ・フロー計算書 

( 
平成30年4月 1日から 

平成31年3月31日まで ) 
(単位：千円) 

科            目 金  額 

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー  

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 147,629 

減 価 償 却 費 1,580,054 

資 産 除 去 債 務 費 用 11,792 

資 産 除 去 債 務 戻 入 益 △4,309 

の れ ん 償 却 額 △5,540 

災 害 損 失 2,232 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 131 

賞 与 引 当 金 の 増 減 額 △6,837 

退 職 給 付 に 係 る 負 債 の 増 減 額 19,003 

役 員 慰 労 引 当 金 の 増 減 額 △185,200 

貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 729 

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △1,012 

支 払 利 息 278,430 

社 債 発 行 費 償 却 2,748 

社 債 発 行 費 14,029 

有 形 固 定 資 産 除 却 損 670,525 

売 上 債 権 の 増 減 額 △172,605 

た な 卸 資 産 の 増 減 額 2,352 

仕 入 債 務 の 増 減 額 5,131 

未 払 消 費 税 等 の 増 減 額 54,916 

未 収 入 金 の 増 減 額 13,667 

未 収 消 費 税 等 の 増 減 額 18,073 

前 受 金 の 増 減 額 3,122 

前 渡 金 の 増 減 額 80,285 

前 払 費 用 の 増 減 額 24,983 

長 期 前 払 費 用 の 増 加 額 33,345 

預 り 金 の 増 減 額 △40,173 

未 払 費 用 の 増 減 額 10,591 

未 払 金 の 増 減 額 △67,106 

そ の 他 △8,665 

小 計 2,482,325 

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 1,012 

利 息 の 支 払 額 △270,458 

法 人 税 等 の 支 払 額 △16,000 

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 2,196,879 
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 (単位：千円) 

科            目 金  額 

投 資 活 動 よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー  

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △3,188,399 

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △31,880 

有 形 固 定 資 産 除 却 に よ る 支 出 △467,195 

資 産 除 去 債 務 の 履 行 に よ る 支 出 △49,011 

差 入 保 証 金 の 差 入 に よ る 支 出 △35,129 

差 入 保 証 金 の 回 収 に よ る 収 入 10,018 

出 資 金 の 出 資 に よ る 支 出 △30,000 

保 険 積 立 金 の 積 立 に よ る 支 出 △41,021 

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △1,200 

そ の 他 △1,030 

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △3,834,849 

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー  

短 期 借 入 に よ る 純 増 減 額 △100,000 

長 期 借 入 金 に よ る 収 入 3,269,000 

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △2,164,162 

社 債 発 行 に よ る 収 入 501,970 

社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △739,304 

リ ー ス 債 務 の 返 済 に よ る 支 出 △87,776 

非 支 払 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △8,750 

配 当 金 の 支 払 額 △20,404 

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 650,573 

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 △987,397 

現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高 1,743,462 

現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高 756,065 
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連結注記表 
 

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

 (1) 連結の範囲に関する事項 

①連結子会社の数 ３社 

 株式会社マックスパート 

 株式会社羊ヶ丘展望園 

 カラカミ商事株式会社 

 

 (2) 会計処理基準に関する事項 

  ① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

   イ．有価証券 

    その他有価証券 

・時価のあるもの 当連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

・時価のないもの 移動平均法による原価法 

   ロ．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    商品、原材料、貯蔵品 

・当社 先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定） 

・連結子会社 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定） 

 

  ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   イ．有形固定資産 

・建物及び構築物 当社及び連結子会社は主として定額法を採用しております。 

 (リース資産を除く） なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建物及び構築物   ６～50年 

・その他の有形固定資産 当社及び連結子会社は定率法を採用しております。 

 (リース資産を除く） なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 機械装置及び車両運搬具 ５～10年 

 工具器具備品      ２～20年 

 

ロ. 無形固定資産 当社及び連結子会社は定額法を採用しております。 

(リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっております。 

ハ. リース資産 当社及び連結子会社は所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産に

おいて、リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しておりま

す。 

 

③ 重要な繰延資産の処理方法 

社債発行費 連結子会社１社の社債発行費は、社債償還期間にわたり利息法により償却しており

ます。 

④ 重要な引当金の計上基準 

 イ. 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 
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ロ. 賞与引当金 従業員賞与の支出に備えて、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上することと

しております。 

ハ. 役員賞与引当金 役員賞与の支出に備えて、支給見込額の当連結会計年度負担額を計上することとし

ておりますが、当連結会計年度は支給予定がないため、計上しておりません。 

 
⑤  ヘッジ会計の方法 

イ. ヘッジ会計の方法 特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理によっております。 

ロ. ヘッジ手段とヘッジ対象  (ヘッジ手段） 

  金利スワップ 

  (ヘッジ対象） 

  借入金及び社債の支払利息 

ハ. ヘッジ方法 金利スワップは借入金利等の将来の金利変動リスクを回避する目的で行っておりま

す。 

ニ. ヘッジ有効性評価の方法 金利スワップの特例処理の要件を満たしているので決算日における有効性の評価を

省略しております。 

⑥ のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

 のれん及び平成22年３月31日以前の負ののれんの償却については、20年間の均等償却を行っております。 

⑦ 退職給付に係る負債の計上基準 

     退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度における見込額に基づき、退職給付債務

から年金資産の額を控除した額を計上しております。 

     退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によ

っております。 

     数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ

る定率法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 

    未認識数理差異計算上の差異および未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他

の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 

⑧ その他連結計算書類作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

２．表示方法の変更に関する注記 

 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第 28号平成 30 年２月 16日。以下「税効果会計基準一部改正」とい

う。)を当事業年度より適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に

変更しております。  
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３．連結貸借対照表に関する注記 

 (1) 担保に供している資産 

建物 17,011,931千円 

土地 6,163,651千円 

   計 23,175,582千円 

   上記に対応する債務 

短期借入金 1,200,000千円 

一年内返済予定の長期借入金 1,849,552千円 

一年内償還予定の社債 633,636千円 

長期借入金 9,643,023千円 

社債 4,417,868千円 

   計 17,744,079千円 

 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 48,504,877千円 

   なお、上記減価償却累計額には減損損失累計額を含めております。 

  

(3) 偶発債務 

   該当事項はありません。 

 

(4) たな卸資産の内容 

商品 45,534千円 

原材料 57,249千円 

貯蔵品 37,680千円 

重油 17,384千円 

   計 157,847千円 

 

(5) 財務制限条項 

当社の長期借入金のうち 1件、97,750千円には以下の財務制限条項が付されております。 

① 借入人は平成 27年 3月期以降の各年度決算期の末日における連結の貸借対照表において、純資産の部の合計額を、平成

26年 3月期の年度決算期の末日における純資産の部の合計額または前年度決算期の末日における純資産の部の合計額のい

ずれか大きい方の 75％以上に維持すること。 

② 借入人は平成 27年 3月期以降の各年度決算期の末日における連結の損益計算書において、経常損益を２期連続で損失し

ないこと。 

 

当社の長期借入金のうち 2件、1,510,000千円には以下の財務制限条項が付されております。 

①  平成 27年 3月決算期を初回とする各年度決算期の末日における借入人の連結の貸借対照表において、純資産の部の合

計額を、平成 26年 3月決算期の年度決算期の末日における純資産の部の合計額又は前年度決算期の末日における純資産

の部の合計額いずれか大きい方の 75％以上に維持すること。 

②  平成 27年 3月決算期を初回とする各年度決算期の末日における借入人の連結の損益計算書において、経常損益の金額

を 0円以上に維持すること。 
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当社の長期借入金のうち 1件、163,100千円には以下の財務制限条項が付されております。 

①  平成 27年 3月決算期を初回とする各年度決算期の末日における借入人の連結の貸借対照表において、純資産の部の合

計額を、平成 26年 3月決算期の年度決算期の末日における純資産の部の合計額又は前年度決算期の末日における純資産

の部の合計額のいずれかの大きい方の 75％以上に維持すること。 

② 平成 27年 3月決算期を初回とする各年度決算期の末日における借入人の連結の損益計算書において、経常損益の金額を

ゼロ円以上に維持すること。 

 

当社の長期借入金のうち 1件、224,000千円には以下の財務制限条項が付されております 

① 平成 28年 3月決算期を初回とする各年度決算期の末日における借入人の連結の貸借対照表において、純資産の部の合計

額を、平成 27年 3月決算期の年度決算期の末日における純資産の部の合計額又は前年度決算期の末日における純資産の

部の合計額のいずれか大きい方の 75％以上に維持すること。 

② 平成 28年 3月決算期を初回とする各年度決算期の末日における借入人の連結損益計算書において、経常損益の金額を 

ゼロ円以上に維持すること。 

 

当社の長期借入金のうち 1件、418,001千円には以下の財務制限条項が付されております。 

① 平成 30年 3月決算期を初回とする各年度決算期の末日における借入人の連結の貸借対照表において、純資産の部の合計

額を、平成 29年 3月決算期の年度決算期の末日における純資産の部の合計額又は前年度決算期の末日における純資産の

部の合計額のいずれか大きい方の 75％以上に維持すること。 

② 平成 30年 3月決算期を初回とする各年度決算期の末日における借入人の連結損益計算書において、経常損益の金額を 

ゼロ円以上に維持すること。 

 

当社の長期借入金のうち 2件、180,000千円には以下の財務制限条項が付されております。 

① 平成 27年 3月決算期を初回とする各年度決算期の末日における債務者の連結の貸借対照表において、純資産の部の合計

額を、平成 26年 3月決算期の年度決算期の末日における純資産の部の合計額又は前年度決算期の末日における純資産の

部の合計額のいずれか大きい方の 75％以上に維持すること。 

② 平成 27年 3月決算期を初回とする各年度決算期の末日における債務者の連結の損益計算書において、経常損益の金額を

０円以上に維持すること。 

 

また、別途シンジケートローン 1件、341,560千円には以下の財務制限条項が付されております。 

なお、当該シンジケートローンは、平成 26年２月１日付で吸収合併した、株式会社川久より引継いだものです。 

① 各決算期末日および中間決算の日における貸借対照表（連結ベース）の資本の部の金額を直前の決算期末日における貸借

対照表（連結ベース）の資本の部の金額の 75％以上に維持すること。 

② 各決算期末日における損益計算書（連結ベース）上の経常損益につき、２期連続して損失を計上しないこと。 

 
 

 

４．連結損益計算書に関する注記 

    該当事項はありません。 
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５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 
当事業年度期首 

の株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末 

の株式数 

普 通 株 式 5,119,000株 ― ― 5,119,000株 

 

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 
当事業年度期首 

の株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末 

の株式数 

普 通 株 式 18,000株 ― ― 18,000株 

注）自己株式の増加は、特定株主からの買取によるものであります。 

(3) 剰余金の配当に関する事項 

①配当金支払い額等 

決 議 
株式の 

種類  

配当金の総額 

（円） 

一株当た

り配当額

（円） 

基準日 効力発生日 

 

配当の原資 

平成 30 年 6 月 21 日 

定 時 株 主 総 会 
普通株式 20,404,000円 4円 平成 30年 3月 31日 平成 31年 6月 22日 利 益 剰 余 金 

③ 基準日が当会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌会計年度になるもの 

令和元年 6月 18日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事 

項を次のとおり提案しております。 

 ・配当金の総額   20,404千円 

 ・1株当たり配当額   4円 

 ・基準日    平成 31年 3月 31日 

 ・効力発生日   令和元年 6月 19日 

 

６．リースにより使用する固定資産に関する注記 

該当事項はありません。 
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７．退職給付に関する注記 

 (1) 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社は確定給付型の制度として適格退職年金制度(当社)及び退職一時金制度(当社他)を設けておりました

が、平成22年３月31日付で適格退職年金制度を廃止し、退職一時金制度(当社他２社)に一本化しております。 

 

 (2)確定給付制度 

①退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く） 

（単位：千円） 

期首における退職給付債務 548,384 

勤務費用 40,802 

利息費用 2,412 

数理計算上の差異の当期発生額 30,218 

退職給付の支払額 △37,634 

期末における退職給付債務 584,183 

 

②簡便法を適用した制度の退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

（単位：千円） 

期首における退職給付債務 34,793 

退職給付費用 6,285 

退職給付の支払額 △3,436 

期末における退職給付債務 37,642 

 

③退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び資産の調整表 

（単位：千円） 

非積立型の退職給付債務 621,826 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 621,826 

退職給付に係る負債 621,826 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 621,826 

 

④退職給付に関連する損益 

（単位：千円） 

勤務費用 40,802 

利息費用 2,412 

数理計算上の差異の当期の費用処理額 10,574 

簡便法で計算した退職給付費用 6,285 

確定給付制度に係る退職給付費用 60,074 

 

⑤退職給付に係る調整累計額 

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりです。 

（単位：千円） 

未認識数理計算上の差異 48,301 

 

⑥数理計算上の計算基礎に関する事項 

期末における主要な数理計算上の計算基礎 

割引率 0.44％ 
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８．税効果会計に関する注記 

 (1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 （単位：千円） 

繰延税金資産  

退職給付に係る負債 196,399 

役員退職慰労引当金 36,860 

未払事業所税 24,172 

関係会社株式評価損 220,376 

会員権 220 

一括償却資産 18,930 

資産除去債務 295,248 

賞与引当金 36,654 

未払費用(社会保険料) 5,402 

棚卸資産 5,817 

減価償却超過額 514,350 

減損損失 357,004 

事業税 670 

繰越欠損金 1,281,926 

退職給付に係る負債(未認識数理差異) 16,528 

繰延税金資産の小計 3,010,565 

評価性引当額 △2,141,118 

繰延税金資産の合計 869,446 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △6,375 

土地の評価差額金 △124,952 

特別償却準備金 △146 

固定資産過大計上 △21,428 

未払消費税等 △43 

資産除去債務に対する除去費用 △171,979 

繰延税金負債の合計 △324,925 

繰延税金資産の純額 544,521 

 

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

固定資産-繰延税金資産 695,284 

固定負債-繰延税金負債 150,763 

 

 (2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異内訳 

法定実行税率 34.2％ 

（調整）  

住民税均等割額 2.8％ 

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5％ 

役員退職慰労金等永久に損金に算入されない項目 30.5％ 

受取配当金等永久に損金に算入されない項目 △2.6％ 

評価性引当額の増減額 △3.6％ 

のれん償却 △1.3％ 

所得拡大促進税制による特別控除 △1.7％ 

その他 △0.1％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 58.7％ 
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９．金融商品に関する注記 

 (1) 金融商品の状況に関する事項 

  ① 金融商品に対する取組方針 

 当社は、資金運用については安全性の高い金融商品で運用し、また資金調達については、設備投資計画に照らして、

必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達しております。また、短期的な運転資金を銀行借入（当座貸越）により

調達しております。デリバティブは将来の金利の変動によるリスクの軽減を目的としており、投機的な取引は行わない

方針であります。 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業

の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。また、営業債務である買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以

内の支払期日であります。借入金、社債は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決

算日後25年３ヶ月であります。借入金等の将来の金利市場における金利変動リスクを軽減する目的でデリバティブ取引

を利用しており、デリバティブは金利スワップ取引を利用しております。金利スワップ取引は市場の変動によるリスク

を有しておりますが、このリスクは借入金の有する金利変動リスクと相殺されるものであります。なお、デリバティブ

取引は前述の「１．重要な会計方針に関わる事項」に記載されている「(4)ヘッジ会計の方法」に従って処理しておりま

す。 

  ③ 金融商品に係るリスク管理体制 

   イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 当社は、営業債権について、各事業部門において主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、財務状況等の悪

化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。金利スワップの契約先は、信用度の高い国内の金融機関で

あり、相手先の契約不履行による信用リスクは、ほとんどないと判断しております。 

   ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

 当社は、借入金及び社債に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用しております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、市況や取引先企業と

の関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。多額の借入金等は、取締役会の承認事項となっており、そ

れに伴う金利スワップ契約の締結は取締役会で決定されることになっております。また取引の実行及び管理は財務部

が行っております。 

   ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

 当社は、担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管

理しております。 

  ④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれてお

ります。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価

額が変動することがあります。  
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（２）金融商品の時価等に関する事項 

平成31年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。 

 
貸借対照表計上額 

(千円) 
時価 (千円) 差額 (千円) 

(1) 現金及び預金 758,565 758,565  

(2) 受取手形及び売掛金 1,047,603 1,047,603  

(3) 投資有価証券 47,406 47,406  

 資産計 1,853,575 1,853,575  

(1) 買掛金 804,982 804,982  

(2) 短期借入金 1,250,000 1,250,000  

(3) 未払金（資産・リース含む） 1,585,178 1,585,178  

(4) 社債 5,331,504 5,275,451 △56,052 

(5) 長期借入金 13,177,990 13,275,980 97,990 

 負債計 22,149,654 22,191,592 41,937 

 デリバティブ取引  － － 

(注) １．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資 産 

   (1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金 

 これらは短期間で決済され、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

   (3) 投資有価証券 

     これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 
 

負 債 

   (1) 買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払金 

 これらは短期間で決済され、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

   (4) 社債、(5) 長期借入金 

 これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算

定しております。 

 長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後大きく異

なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。 

デリバティブ取引 

    ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている社債及び長期借入金と一体として処理されている

ため、その時価は、当該社債及び長期借入金の時価に含めて記載しております。（上記(4)参照）。 

 
２．非上場株式（貸借対照表計上額51,414千円）は市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを見積もることなどが

できず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証券」には含めていません。 
 

１０．賃貸等不動産に関する注記 

重要性が無いため、記載を省略しております。 
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１１．資産除去債務に関する注記 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

(1)当該資産除去債務の概要 

ホテル及び従業員寮等の定期借地権契約及びテナントビルの賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

(2)当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を取得から15年～47年と見積り、割引率は0.147％～2.257％を使用して資産除去債務の金額を計算し

ております。 

(3)当該連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減 

期首残高 850,945千円 

時の経過による調整額 11,792千円 

有形固定資産の取得による増加 11,092千円 

資産除去債務の履行による減少 16,572千円 

期末残高 857,257千円 

 

１２．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 1,216円71銭 

(2) １株当たり当期純利益 10円08銭 

 

１３．重要な後発事象に関する注記 
 

該当事項はありません。 

 

 

 


